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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

１．施設管理終了年度

予 算 書 の 事 務 事 業 名 4.片貝山荘等施設管理費 生涯学習・スポーツ課 政 策 名

部 名 等 教育委員会事務局

課 名 等

事 務 事 業 名 片貝山荘等施設管理事業

22

313012コード２部･課･係名等 コード１ 08030100 政策体系上の位置付け 001100501

平成 年度 （平成

予算科目 コード３

21

事 業 コ ー ド 31301201

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等 生涯学習係当面継続 業務分類 ５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり 款 10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目 １．社会教育総務費

実績

電 話 番 号 0765-23-1045 基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

計画

記 入 者 氏 名 谷　恵理子

23年度 24年度

単
位

片貝山荘は主に毛勝山登山者用の宿泊施設としての利用されており、その施設の管理業務。

20年度 21年度 22年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

対
象
指
標

・全国の登山者
・市民
・施設

① 全国の登山者（推計） 人 6,000,000 6,000,000

市民 人 46,036 45,562

施設の箇所数 箇所 2 1

＜平成21年度の主な活動内容＞

活
動
指
標

・片貝山荘の清掃業務委託、浄化槽維持管理業務委託
・片貝山荘利用者協力金箱の設置

＊平成22年度の変更点

担当を生涯学習係からスポーツ係（登山振興事業）に担当を変更

① 片貝山荘清掃 回 7 7

② 片貝山荘協力金 円 4,000 17,380

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 片貝山荘利用者数 人 236 168

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

毛勝山登山の拠点として魚津を訪れる人を増やす。
生涯スポーツとして、市民及び全国の人に魚津の自然に親しみ、楽しんでもらう。（平成22年度からスポーツ係担当）

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0

0 0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 4 17

(千円) 0

⑷一般財源 222 221

(千円)

226 238 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

北陸電力の片貝第４発電所建設時に使用していた宿泊施設を、市が譲り受け、登山者用の施設として利用。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 1,294

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 254

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 1,068

60

2

0 0 0

252 0 0 0

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入) ◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

施設の老朽化による修繕費の増大。
中高年齢者を中心とした登山者人口の増。

490

毛勝山登山の拠点として魚津をおとずれてもらう。
自然に親しみをもってもらう。

県内市町村に、この施設と同条件の施設は把握していない。登山者の多くからは山荘を有難がられるが、なかには古くてうす気味が悪いとの声もある。
平成10年に市内のハイキングと登山愛好者４団体から、片貝山荘新築の陳情あり。平成11年に回収工事にて対応。 把握している

把握していない

4,205 4,205 4,205

事 業 期 間 開始年度 昭和56年度以前

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

手
段

◆事業目的・概要（どのような事業か）
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大
説
明

市民の利用者が少ないが、登山者の避難小屋としての役割もあるため必要である。

小

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○
○

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明） ●

○

○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

根拠法令等を記入

受益者負担の適正化の余地あり

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

登山振興事業へ組み込む。
片貝川拠点施設整備事業と一体化することにより、片貝山荘の利用者（毛勝山登山者）の増加につながる。

○

●

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

あり
説
明

片貝山荘は施設の老朽化がかなり進行しており、現在は清掃委託や浄化槽保守点検等の最低限の維持管理費のみを事業
費として計上しているのみで、修繕等を見込むと事業費の増加が見込まれても削減の余地はない。
コミュニティ広場廃止のため事業費削減。

なし
説
明

必要最小限なので、時間の削減の余地はない。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

平成 22 年度

① 目的妥当性

（平成

★　評価結果の総括と今後の方向性

減
少
傾
向

○

○

○

○

●

21

● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

成果向上の余地あり

③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

② 有効性 ● 適切 ○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○

●

○ 終了 ○ 廃止

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

ｽﾎﾟｰﾂ係の登山振興事業に組み込み、総合的に改善。 コストの方向性

削減

中･長期的
（３～５
年間）

ｽﾎﾟｰﾂ係の登山振興事業に組み込み、総合的に改善。 成果の方向性

維持

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

　片貝山荘は、老朽化が著しく、将来的には閉鎖を考慮しなければならない。
二次評価の要否

受益者負担あ
り・負担なし

説
明

現在、利用料は無料であり、施設維持のため有料化することも考えられるが、管理人もいない施設であり、施設の利用
率や利用料徴収事務の人件費、緊急避難的な施設利用があることを考えると協力金箱の設置で十分と思われる。

不要
適正化の余地なし

低
い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

現在、利用料は無料であり、施設維持のため有料化することも考えられるが、管理人もいない施設であり、施設の利用
率や利用料徴収事務の人件費、緊急避難的な施設利用があることを考えると協力金箱の設置で十分と思われる。

○ 平均

低い
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● ○ ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

（円＠時間)

平成18年度から委託業務から指定管理者制度に移行した。

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

財団法人魚津市施設管理公社を指定管理者として、施設の維持管理、施設利用料の徴収、施設の利用促進のための企画の実施を
行った、。

＊平成22年度の変更点

現在の指定管理が平成22年度で終わるため、新たな指定管理者の公募を行う。

さまざまな芸術文化にふれる機会が多く、市民が活気と潤いに満ちています。
学ぶことへの意欲をさらに高め、市民一人ひとりが充実した生活を送っています。

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

市民から足の便が悪い。
把握している

把握していない

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円)

県内に類似施設、生涯学習センターなどがある。

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況 （把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

（参考）人件費単価 4,205

②事務事業の年間所要時間 (時間) 620

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 2,607

48,282

2,607 2,103 1,682 1,682

51,980 48,978 48,282

1

620 500 400 400

2 1 1

52,604

(千円)

49,997 49,373 46,600

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

洗足学園魚津短期大学の閉鎖に伴い、施設の利活用を図るため、魚津市の国際交流、生涯学習、芸術文化の振興を目的として平成14年度に設置、事業開
始した。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0 0

600

⑷一般財源 49,310 48,671 46,254 46,000 46,000

(千円)

0

0

46,600

⑶その他（使用料・手数料等） 621 600687 702

(千円) 46,875

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

89.60

財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

利用者数/県民 ％

⑵地方債

3.59

104.62利用者数/前年度利用者数

105.00

3.85 4.02

104.50 108.65 104.51

％ 106.39 105.00

4.24 4.45

104.98

① 利用件数/前年度利用件数 ％ 104.76

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

施設利用者(市民・各種団体・アーティスト等)が安全かつ快適に利用できる施設を実現・維持する。
施設の利用者を増やす。

7,700

利用者数 人 39,533 42,058 44,000 46,200 48,500

6,165 6,698 7,000 7,350

3,5006,093 7,250 2,870 3,300

活
動
指
標

施設の修理費 千円①

② 利用件数 数

45,000

県民 人 1,101,292 1,091,396 1,095,000 1,090,000 1,090,000

45,562 45,400
①施設
②施設利用者
③市民
④各種団体

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）
45,000① 市民 人 46,036

24年度

単
位

①施設をしっかり維持管理をする。
②施設を利用してもらう。

20年度 21年度 22年度

◆事業目的・概要（どのような事業か）

23年度

実績 計画

10．教育費

３．生涯学習の推進

電 話 番 号 0765-23-1045 基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

記 入 者 氏 名 高山　茂樹 ６．学びの森天神山交流館費

５．社会教育費施 策 名文化係

政 策 名

目

第１節　明日の魚津を築くひとづくり 款生涯学習・スポーツ課

001100506政策体系上の位置付け

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

項

３．負担金・補助金 ４．市直営

係 名 等

区 分 生涯学習

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

コード３コード２部･課･係名等 コード１ 08030200 313012 予算科目

平成 年度 （平成

事 業 コ ー ド 31301204

22 21

部 名 等

課 名 等

新川学びの森天神山交流館運営事業

終了年度 １．施設管理

予 算 書 の 事 務 事 業 名 1.交流館運営費

当面継続 業務分類

実 施 方 法

対
象
指
標

事 務 事 業 名

事 業 期 間 開始年度 平成14年度

教育委員会事務局
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

なし

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

【効率性の評価】

【有効性の評価】
４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

あり
説
明

合宿の誘致や交通機関の充実により、高校・大学生・一般の利用者増が見込める。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

年度平成 22 （平成 21

○

● 適切

⑵　今後の事務事業の方向性

コスト削減の余地あり○

受益者負担の適正化の余地あり

年度

○

あり
説
明

各種生涯学習事務や音楽事業、スポーツ事業等と連携することで、効果が高まる可能性がある。

③ 効率性

○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

④ 公平性 ○ 適切 ●

説
明

現在の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

① 目的妥当性

★　評価結果の総括と今後の方向性

● 目的廃止又は再設定の余地あり

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

根拠法令等を記入
○

●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

低
い
が
､
影
響
大

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

○

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

一
部
に
あ
る

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度大
説
明

安全かつ快適に利用できる施設を実現・維持することで、市民の学習意欲を高めることができる。

大 直結度中

直結度小

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

○

適切 ●

○

○

○

●

○

適切 ○

○

○

●

○ 終了 ○ 廃止

成果向上の余地あり② 有効性

コストと成果の方向性

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

指定管理者制度のもとで、経費削減を図りつつ、魅力ある事業展開で、さらに利用件
数、利用者数を向上させる。

コストの方向性

維持

中･長期的
（３～５
年間）

施設の老朽化に伴い、維持管理費・修繕費の増大が予想される。修繕計画を立て、順
次、修繕を実施していく必要がある。指定管理者の更新に合わせ、管理運営費の見直し
を行う。

成果の方向性

向上

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

なし
説
明

多くの施設が、建築後30年を経過しているので、今後、施設・設備の対する修繕費の増加が考えられる。

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

なし
説
明

すでに1名で業務を行っており、削減の余地はない。

指定管理者の自主事業、他団体の利用を図り、市民サービス、利用者数を向上させる。
施設が老朽化しているため、計画的な施設改修の検討しなければなたない。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担あり

説
明

類似施設と同等の利用料金を設定している。しかしながら、市民と市民外で異なる料金設定を行う施設もあることか
ら、市民の利便性を考えた料金制導入の検討も必要。

不要
適正化の余地あり

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

高い

説
明

類似施設と同等の利用料金を設定している。

● 平均

低い

平
均
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

280,000

実 施 方 法

施設及び図書館資料以外の備品の管理。学習室、研修室、視聴覚室などの貸室の管理と運営。図書館業務全体の運営。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-0462

初道　ゆかり

課 名 等 図書館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.図書館一般管理費

開始年度 平成17年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09050100

事 務 事 業 名 図書館一般管理事業

事 業 コ ー ド 31301205

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100503コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

３．図書館費

図書係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市民及び図書館利用者
① 魚津市人口 人 46,036 45,562 45,500 45,500 45,500

図書館利用カード登録者数 人 21,651 23,173 22,000 22,000 22,000

➡
活
動
指
標

開館日数 日①

② 学習室の席数 席

284 282 287 284

30 30 30

289

30 30

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 学習室の利用者数 人 11,800 11,800

27 27

280,000 280,000

27

269,342入館者数

11,917 11,750 11,800

件 29

人 286,415

27研修室・視聴覚室の貸出件数（有料）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

学ぶことへの意欲をさらに高め、市民一人ひとりが充実した生活を送る。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

28,481

⑶その他(使用料・手数料等) 462 462526 263

(千円) 28,481

462

⑷一般財源 28,438 26,797 28,019 28,019 28,019

(千円)

28,964 27,060 28,481

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

新図書館開館｢平成17年3月25日）に伴い、生涯学習の提供の場として研修室・視聴覚室の貸出しや学習室を提供して欲しいという市民の要望があった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 45,944

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 4,038

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 16,980

4

4,000 4,000 4,000 4,000

5 4 4

16,820 16,820 16,820 16,820

43,880 45,301 45,301 45,301

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

①学習室は、個人学習の場として提供した。②録音室は、朗読ボランティア（視覚障害者用朗読録音テープ作成）に貸出した。
③図書館事業で使用していない時間帯は、研修室・視聴覚室を有料で貸出し、使用料の徴収事務を行った。
④図書館カレンダーに民間企業の広告を掲載した。
＊平成22年度の変更点

２４時間テレビチャリティ実行委員会の寄付をうけ、視覚障害者用音声資料作成用の機器を設置する予定である。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

快適な施設を市民及び利用者に提供し、生涯学習の充実を図る。

近隣の状況　　富山市・滑川市・黒部市が学習室実施。高岡市は、複合施設内で学習室ほか
貸室を実施している。

開館時間が平日は午後９時までとなり、県内の図書館では最長で、会社帰りの人も利用しやすいという声が寄せられている。
ゆったりと好きな本や人に出逢える滞在型図書館として市民に親しまれている。 把握している

把握していない

学習室の利用者が予想以上に多い。今後は設備の経年変化に伴い、修繕の必要な箇所が増えてくると見込まれる。不審者、盗難等があり、平成20年度に
防犯カメラを設置した。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

21年度においても来館者は27万人近くに達しており、市民一人が年間に平均約6回来館したことになる。平成17年の
新館の開館以来市民の教養・学習の拠点施設として定着したといえる。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

来館者すべてを対象とするため、特定受益者はいない。ただし、研修室の貸出は利用料を徴収している。

図書館法第１７条に資料利用にたいする対価徴収を禁止する規定があり、今後も変わらないと思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

市民の生涯学習活動の拠点として欠かせない施設である。

●

○

○

○

○

なし
説
明

今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。

●

根拠法令等を記入
図書館法（昭和25年法律第118号）第２条及び第10条
魚津市立図書館条例（平成17年魚津市条例第４号）第１条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

開館時間が長く（平日：午前９時～午後９時）交替で勤務する人数が必要。

なし。ただし、施設老朽化によるコスト増を抑えるため、点検を徹底し早めの修繕を行
う必要がある。経費節減のためには、専門技術がいらない保守作業は職員が行うことが
必要になると考えられる。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

清掃業務など施設管理業務の委託をしており、内容を精査しコスト削減を行ってきた。光熱水費等の、適切な館内温度
の維持に努め、施設維持費の節減を行っている。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業は、ない。

●

○
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○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

コンピューター書誌・蔵書管理(図書館情報システム）により、多量、多種に蔵書が管理できるようになった。新図書館のオープンにより、収蔵可能量が
増えた。
市民や利用者のライフスタイルや意識の変化、マナー、モラルの低下により、サービスの多様化、複雑化、困難化がおこる。クレーマー来館者への対応
と、盗難資料や紛失資料等の増加。
趣味・娯楽の多様化による活字離れの進行。

◆事業概要（どのような事業か）

図書館を利用する市民が増える。図書館を利用している人が、たくさんの本を利用する。

（把握している）「富山県の図書館」(統計）、「図書館年鑑」などで、数値を把握してい
る。年間貸出冊数は、平成20年度では同人口規模市の図書館では全国11位である。

夜間の開館で来館しやすくなった。土日曜日の開館延長をしてほしい。カウンター応対の改善。うるさい利用者をもっと職員がしっかり注意しろ。（ご
意見箱など）蔵書については「新刊が多い」「近隣図書館よりたくさん本がある」など市民・利用者からおおむね好評を得ている。
平成２２年３月議会定例会の委員会等で、議員から図書館の資料収集や司書配置の重要性を指摘する意見があった。

把握している

把握していない

対
象

図書館資料の収集、保存、管理、提供。

＊平成22年度の変更点

活動内容は変更なし。リサイクル資料の積極的な受入。相互貸借制度の活用。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

37,133 35,902 35,902 35,902

21,446 21,446 21,446 21,446

5

5,100 5,100 5,100 5,100

5 5 5

②事務事業の年間所要時間 (時間) 5,342

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 22,463

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 37,577

(千円)

15,114 15,687 14,456

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

明治33年阿波加修造所蔵の和漢書を基にする魚津文庫（私設）を基に大正15年魚津町立図書館（公設）設立。町村合併により魚津市立図書館になり、昭
和35年現図書館の前身「魚津市立図書館多東記念館」が現在の場所に開館。児童サービスの実施、開架、視聴覚資料の貸出などサービスの拡充を経て、
平成10年コンピュータによる利用管理、蔵書管理を実施。ホームページ開設による蔵書検索の公開を実施。平成17年3月新図書館オープン。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

60

⑷一般財源 14,858 15,655 14,396 14,396 14,396

(千円)

0

0

14,456

⑶その他(使用料・手数料等) 60 60256 32

(千円) 14,456

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

学ぶことへの意欲をさらに高め、市民1人ひとりが充実した生活を送っています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

47.00 50.86 45.70

冊 4.16 4.07利用者1人あたりの貸出冊数

45.70

4.24 4.07 4.07

① 登録率（カード登録者数／人口） ％ 45.70

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

357,777 359,523

86,075 84,706

250,000

冊

286,415 269,342 260,000 240,000

350,000 350,000 350,000

21,000 21,000 21,000

➡
活
動
指
標

入館者数 人①

② 貸出冊数（個人）

図書館利用登録者数 人 21,651 23,173

45,562 45,500 45,500 45,500① 魚津市の人口 人 46,036

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市民及び図書館利用者。

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

３．図書館費

図書係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100503コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 09050100

事 務 事 業 名 図書館資料収集保存提供事業

事 業 コ ー ド 31301206

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 図書館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.資料収集保存事業

開始年度 平成10年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市民の教育、学術及び文化の発展に寄与するため、図書、雑誌、新聞、参考図書、視聴覚資料、郷土資料など資料を選び、収集、保存、管理し市民や利用者に提供する。利用者が求める新刊図書を中心に市民の生涯
学習や生活、リクリエーションに資する資料を収集する。市民の財産となる郷土資料を収集する。カウンター（窓口）業務や書架や各コーナーの管理・運営。
貸出、返却、予約など資料の貸し出しに関する業務。ＡＶブースや学習室、インターネット端末の貸し出しなど館内設備の貸し出しに関する業務。資料の照会や本の相談（レファレンス）。自館にない資料を図書館
間で貸し借りする相互貸借に関する業務。団体貸出（学校、保育園などを除く）に関する業務。学校図書館司書と連携を図り、学校、保育園への貸出、相談、見学の対応。図書館刊行物の発行、資料の企画展示。延
滞資料の督促事務。汚破損、紛失資料の賠償事務。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-0462

北山　智子

人貸出者数（個人） 86,000 86,000 86,000
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

適切な資料収集と図書館ＰＲの推進。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

図書館教養普及事業、図書館ボランティア事業と連携し、図書館各種行事を充実させることで、来館者の増加が見込め
る。
市史編纂事業と連携し、市史編纂のために収集した資料を図書館資料として受け入れることで、資料の充実が図れる。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

資料購入費を減らすと、利用者のニーズを満たせない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

委託業務を増やす、開館日数や開館時間の削減を図れば、人件費削減は可能。

専門職員の育成、配置の強化。委託事業の見直し。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

市人口に対する登録者数には、向上の余地がある。

○

根拠法令等を記入
図書館法（昭和25年法律第118号）第2条及び第10条
魚津市立図書館条例（平成17年魚津市条例第4号）第1条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

図書館は、資料の貸出により、時間、場所の制限なく、市民に生涯学習の機会を提供できる。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

図書館法第17条（公共図書館は、入館料その他図書館資料の利用に対するいかなる対価をも徴収してはいけない。）に
よる。

公共図書館は、図書館法第17条（公共図書館は、入館料その他図書館資料の利用に対するいかなる対価をも徴収しては
いけない。）によりサービスを提供している。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

図書購入費が年々減少しているが、貸出数は増加しており結果的には非常に効率のよい運営に見える。しかし、実
情は市民への本の寄附の呼びかけや、団体・個人からの図書購入のための寄付金でようやく図書の数を揃えてお
り、職員の努力の賜物であるとと同時に市民の図書館への高い期待の表れである。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

施設をリニューアルして１7年が経過し、施設建物や機械設備等が破損、老朽化し、その維持修繕等が大きな課題となる傾向にある。

◆事業概要（どのような事業か）

埋没林博物館施設を適正にかつ効率よく維持管理し、入館者の満足度を上げる。

各施設の内容・規模等により、事業の実施状況が異なるため。計画的な施設設備等の修繕
把握している

把握していない

対
象

入館者への受付案内業務、入館料等の収納業務、施設維持管理のための契約・支払い業務、清掃保守点検等業務

＊平成22年度の変更点

施設の老朽化が進んでおり、大規模修繕が必要な箇所について修繕計画を立て、可能な箇所から実施する。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

0 0 0 0

0 0 0 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,046

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 53,078

(千円)

48,032 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成４年の埋没林博物館開設にともない実施 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

⑷一般財源 26,670

(千円)

0

⑶その他(使用料・手数料等) 21,362

(千円) 0

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

施設の機能性、利便性、安全性が高まり、生涯学習機能が向上するとともに入館者が増加することで経済効果を生み地域活性化
につながる。また、景観の保全にもつながる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

80.00 68.18 20.00

％ 61.65 19.64本年度修繕費用/昨年度修繕費用

16.66

75.74 100.00 100.00

① 修繕実施件数/修繕必要件数 ％ 17.85

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

2,016,848 1,527,600

5

円

16 15 5 5

300,000 300,000 300,000

25 28 30

➡
活
動
指
標

施設・設備修繕実施件数 件①

② 施設修繕費用

施設・設備修繕必要件数 件 20 22

16,336 16,336 16,336 16,336① 敷地面積 ㎡ 16,336

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

（1）埋没林博物館施設
（2）入館者

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

４．埋没林博物館費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100504コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 09060100

事 務 事 業 名 埋没林博物館一般管理事業

事 業 コ ー ド 32110080

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 埋没林博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.埋没林一般管理事業

開始年度 昭和30年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

埋没林博物館を適正に維持管理し運営していくため、入館料等の収納業務や施設維持管理のための契約、支払い、清掃保守点検等業務を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-1049

橘　美世一
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

平成22年度に作成した修繕計画に基づいて、計画の実行を行う。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

経費の削減に努めてきたが、修繕料の増大により削減は困難となっている。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

最低限の人員運営をおこなっており、削減の余地はない。

平成22年度に作成した修繕計画に基づいて、計画を達成させ、事業費の削減に努める。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

施設設備の老朽化により、修繕費が増加しているが、大規模修繕計画の実施より、維持経費や修繕費の削減につなが
る。

○

根拠法令等を記入
博物館法（昭和26年法律第285号）
魚津市立博物館条例（平成３年魚津市条例第23号）

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

施設の機能性、利便性、安全性が維持・向上すれば、学習機能が高まるとともに、入館者が増加し経済効果を生み
地域活性化につながる。また、施設そのものが、魚津港周辺の景観の一部となっているので、景観の保全にもつな
がる。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

利用者は現施設の運営・維持管理費等を考慮した入館料を負担している。

現状の施設内用や近隣博物館との比較からも平均的なものである。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

経費の削減に努めるとともに、効率のよい事業運営を行った。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

日
「蜃気楼のお宝と歴史資料展」開催日数(20
年度のみ)

0 0 0

実 施 方 法

市の観光資源の1つである「蜃気楼」に関する情報の集約、情報交流、発生メカニズムの解明、一般市民への知識の普及を目指す事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-1049

石須　秀知

課 名 等 埋没林博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 蜃気楼ネットワーク事業

開始年度 平成15年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09060100

事 務 事 業 名 蜃気楼ネットワーク事業

事 業 コ ー ド 31301210

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100504コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

４．埋没林博物館費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

蜃気楼に何らかのつながりを持つ人、情報、および魚津市民
① 関係団体会員数 人 71 71 75 80 85

魚津市人口 人 46,036 45,562 45,000 45,000 45,000

➡
活
動
指
標

研究発表件数（20年度は小樽市開催のため
実績なし)

件①

②
記録誌配布件数(20年度は小樽市開催で発行
せず)

件

0 12 10 10

150 150 150

10

0 150

31 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
聴講者(20年度は小樽市開催のため実績な
し)

人 50.00 50.00

0.00 0.00 0.00

0.00 35.00 50.00

人 4,259.00 0.00
「蜃気楼のお宝と歴史資料展」観覧者数(20
年度のみ)

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

蜃気楼の中心地としての魚津市の存在意義を高め、それを担う社会教育施設として博物館の機能を充実させる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

⑷一般財源 114

(千円)

114 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成４年の博物館リニューアルを契機に、蜃気楼も大きな事業の１つになった。
平成１４年の市制５０周年記念事業「蜃気楼フォーラム」を発端とし、翌年、全国の蜃気楼関係者が集う「蜃気楼交流会」を開催した。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,217

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103 0 0 0 0

0 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

蜃氣樓交流会の開催、日本蜃気楼協議会と連携した事業の検討

＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

蜃気楼に関する人、情報等の交流を促進する。

この事業は当市独自の事業であり、他市において類似事業及び調査等はされていない。蜃気楼に関する市民の関心が高まっているが、交流会のあり方については、蜃気楼協議会員からは学術的な面でさらに高度な研究発表の場に発展させた
いという意見と、市民からは一般市民にも親しめる内容を求める意見がある。 把握している

把握していない

蜃気楼に対する関心が高まり、博物館に寄せられる質問等も年々増加・専門化している。
交流会の集まりの中から、「蜃気楼連絡協議会」が発足し、「日本蜃気楼協議会」へ発展。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

観光資源としての｢蜃気楼｣を効果的に活用、企画展「魚津城の戦いと蜃気楼」や蜃気楼写真展を通じ、多くの人に
すばらしさを理解してもらった。蜃気楼再現装置の活用、蜃気楼大型フイルム貼付等蜃気楼展示フロアの再構築を
する。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

現金取り扱い時の事故の可能性や、有料化による参加者減少の恐れなどのリスクに対し、予算規模が小さいため有料化
で期待される効果が小さい。

他市にない事業で比較困難であるが、博物館等での講演会などは無料のケースが多く現状で妥当と思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

全国の蜃気楼の情報が集まる博物館としての機能を充実させるのに不可欠の事業である。

○

○

○

○

○

あり
説
明

市民に呼びかける普及事業等を組み入れれば、目標参加者数50人を超えられる可能性がある。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

最低限の事業費で実施しており、削減の余地はない。

データベースの整備など蜃気楼に関する情報の中心としての機能を補強し、市内外の認
知度を高める。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

最低限の事業費で実施しており、削減の余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

日本蜃気楼協議会等と連携し、一般参加の普及事業などを組み入れ、内容の増強と参加
者の増を図る。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

主として魚津市民に対し、郷土の自然とのふれあいを通して、その重要性や意義への理解を深めることを目的として講座を主催する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-1049

石須　秀知

課 名 等 埋没林博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 博物館教室事業

開始年度 平成5年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09060100

事 務 事 業 名 博物館教室事業

事 業 コ ー ド 31301306

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100504コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

４．埋没林博物館費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市民、魚津市の自然等に興味のある人(市民以外を含む)
① 魚津市人口 人 46,036 45,562 45,000 45,000 45,000

➡
活
動
指
標

ふれあい学習会開催回数 回①

②

7 9 9 99

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 延べ参加者数 人 180.00 180.0073.00 111.00 180.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民に魚津市の自然や、博物館活動への理解を深めてもらい、生涯学習・社会教育施設としての役割を果たす。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

⑷一般財源 147

(千円)

147 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成4～5年ごろ、学校週5日制の導入に伴い、博物館教室開催へのニーズが高まった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,250

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103 0 0 0 0

0 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

講座「ふれあい学習会」として、「食べられる草ど～れだ」「四つ葉のクローバーみ～つけた」「自由研究相談室」「洞杉･蛇石
ウォーキング」「野草でチャチャチャ」「つるつるつくる」「冬の蜃気楼ウォッチング(×3回)」を開催

＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

魚津市の自然に興味を持ち接する機会を持ってもらう。

他市の博物館等でも、各種の博物館教室を開催している参加者の意見(口頭)として、
・魚津の自然を見られてよかった
・もう少し種類や回数が多くてもよい
・無料なのはありがたい
など

把握している

把握していない

学校の週5日制完全実施、総合学習等自発的学習時間の増、高齢者等の生涯学習ニーズの多様化
インターネット等による情報の増大
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

自然科学等を楽しく学べる博物館教室の実施は、今後も必要と考える。教室の内容等を検討しながら、地道に行っ
ていく。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地あり

説
明

インターネット等の情報取得が一般的になり、市外からの参加者が増加傾向にあり、参加費等を徴収を検討したい。

他市の博物館等の行事では、無料、有料が混在し、有料の場合も負担額は低い。今後、材料費程度の額での負担を検討
したい。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

郷土の自然や博物館を理解する人を増やすことは、生涯学習･社会教育の充実につながる。

○

○

○

○

○

あり
説
明

内容の改善、新たなプログラムの開発などでニーズを開拓し、募集人数に参加者数を近づける。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

最低限の人員で実施しており、削減の余地はない。

飛躍的向上は期待しがたいが、ニーズに応じた地道な改善を積み重ねることで少しずつ
でも成果の向上を図る。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

最低限の事業費で実施しており、削減の余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

内容等の見直し。受益者負担の検討。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

洞杉の新聞等での紹介、片貝県定公園の指定等、魚津の自然の注目度の上昇

◆事業概要（どのような事業か）

調査研究、資料収集により現況を明らかにし、展示、教育普及等の事業に活用できるようにする。

他市においても、博物館の根幹的事業として調査研究が行なわれている調査研究の継続･充実に関しては、共産党市議等から定常的に要望されている。
把握している

把握していない

対
象

市内特に片貝川流域、角川流域の自然史資料に関する調査・資料収集･研究
報告書、印刷物執筆、展示、講演等による調査研究成果の周知

＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

0 0 0 0

0 0 0 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,674

(千円)

571 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成4年、専任学芸員の配置による (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

⑷一般財源 571

(千円)

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

博物館活動を通じて郷土の自然の姿を伝えることにより、社会教育施設としての機能を充実させる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

26.00 22.00 20.00

点 9,542.00 10,500.00収蔵資料総数(写真等2次資料を含む)

20.00

9,972.00 11,000.00 11,500.00

① 報告書･出版物･外部執筆・講演等件数 件 20.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

396 430

25

点

19 15 25 25

500 500 500➡
活
動
指
標

調査回数 回①

② 新規収集資料数(写真等2次資料を含む)

200 200 200 200① 魚津市の面積 k㎡ 200

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市の自然

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

４．埋没林博物館費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100504コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 09060100

事 務 事 業 名 調査研究事業

事 業 コ ー ド 31301209

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 埋没林博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 調査研究・展示事業

開始年度 平成4年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市内の自然（植物、地質、気象等）を調査研究、記録し、展示や教育普及活動に活用できる形にして公開し、資料や情報を後世へ伝える。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-1049

石須　秀知
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

最低限の事業費で実施しており、削減の余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

最低限の人員で実施しており、削減の余地はない。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

博物館の根幹を成す事業として、施策の目指す姿を実現するのに欠かせない事業である。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

非
常
に
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

調査研究自体に特定の受益者は想定しにくい。

他市の博物館等でも状況はほぼ同じである。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

自然史関連事業等を調査・研究することは、博物館としての努めであり、魚津の自然を未来に伝えるため、資料収
集、調査を実施した。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

調査研究の成果をもとに展示を発案･作成し、知識や情報を親しみやすい形で市民および博物館利用者に提供する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-22-1049

石須　秀知

課 名 等 埋没林博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 調査研究・展示事業

開始年度 平成4年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09060100

事 務 事 業 名 展示事業

事 業 コ ー ド 31301305

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

313012

一般会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 001100504コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ６．ソフト事業

４．埋没林博物館費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

５．社会教育費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

10．教育費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

企画展示内容および展示物、魚津市民および入館者
① 魚津市人口 人 46,036 45,562 45,000 45,000 45,000

入館者数 人 55,564 48,301 55,000 58,000 60,000

➡
活
動
指
標

企画展示開催件数 件①

②

4 4 3 33

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 企画展示期間入館者数 人 54,000.00 56,000.0052,485.00 47,239.00 51,000.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民等に魚津市の自然や、博物館活動の意義を伝え、社会教育施設としての機能充実に資する。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0

(千円) 0

⑷一般財源 164

(千円)

164 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成4年のリニューアルにより、埋没林や蜃気楼だけでなく、地域の自然全般を対象として展示の幅を広げる必要が生じた。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,267

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,103 0 0 0 0

0 0 0 0

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

「KAZE･風展」、「魚津ナチュラルギャラリー」、「蜃気楼写真展」、「魚津城の戦いと蜃気楼」を開催

＊平成22年度の変更点

「ぐるぐる展」、「魚津ナチュラルギャラリー」、「蜃気楼写真展」などを計画

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

企画･製作し、利用者の観覧に供する。

他市の博物館等においても、企画展示を年間1～4件程度開催している。「あな・穴展」手づくりの雰囲気がよかった(平成20年8月14日、自由記入アンケートの入館者の感想として)
把握している

把握していない

埋没林や蜃気楼だけでなく、洞杉等魚津の自然が学術的にも価値のあるものだということがわかってきた。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

企画展については、職員の創意工夫による展示を実施し、好評であった。蜃気楼の再現装置を試作した。
今後は、積極的に出前講座を実施し、情報発信を行う。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

企画展示期間の入館者が特定受益者となりうるが、入館料を徴収しており、負担は適正と思われる。

大規模な特別展等で特別料金を徴収するケースは見られるが、独自の企画展示では通常の入館料としているところが大
半であり、負担水準としては平均的である。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

博物館の根幹を成す事業として、施策の目指す姿を実現するのに欠かせない事業である。

○

○

○

○

○

あり
説
明

展示手法等を工夫することで内容等の充実を図る余地がある。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

最低限の人員で実施しており、削減の余地はない。

継続的な手法研究などを積み重ね、成果の向上を図る。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

最低限の事業費で実施しており、削減の余地はない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

テーマ選定やネーミングなどを工夫し、展示内容も充実させる。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

千円節減した委託料 2,000 500 0

実 施 方 法

水族博物館の施設の維持管理と運営。修繕は除く。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-4100

小林　芳久

課 名 等 水族博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.一般管理費

開始年度 昭和56年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 09070100

事 務 事 業 名 水族博物館一般管理事業

事 業 コ ー ド 31580020

部 名 等 （教育機関）

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

313012

水族館博物館事業特別会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 010010101コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．水族館管理費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．水族館費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

１．水族館費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

①水族博物館の施設　②県内外の入館者（市民を含む）
① 年間入館者数 人 144,506 154,417 145,000 145,000 145,000

水族博物館施設 式 1 1 1 1 1

➡
活
動
指
標

入場料その他の収入 千円①

② 改善した委託業務 契約

65,552 78,936 71,105 68,599

1 1 0

68,599

0 2

0 2,700

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 本年度の入館者数/前年度の入館者数 ％ 100.00 100.00

51.97 35.55 35.55

96.99 106.86 93.90

％ 35.71 35.86入場料その他の収入／歳出合計

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

地域で学ぶためのネットワークが構築され、学ぶことと通して気軽に社会参加し、地域活動を通して活力ある地域づくりが進め
られています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

96,414

⑶その他(使用料・手数料等) 96,414 96,41488,504 93,757

(千円) 96,414

96,414

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

88,504 93,757 96,414

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

昭和５６年の水族博物館の開館に伴って開始。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 96,494

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,900

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 7,990

2

1,800 1,900 1,900 1,900

2 2 2

7,569 7,990 7,990 7,990

101,326 104,404 104,404 104,404

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

水族博物館の施設の維持管理と運営

＊平成22年度の変更点

①委託業務の一部見直し

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

①入館者が不都合や不快感を感じることなく、水族博物館で過ごすことができる。　②施設の不具合を早期発見し、対応するこ
とができる。③入館者が増加する。

県内他市に比較できる水族館がない。議会：入館者増、高齢者割引きの設定　隣接売店：外部施設の充実　市民：特になし
把握している

把握していない

①施設の老朽化　②入館者の減少　③近県に大型の水族館や動物園などの施設ができた。　④余暇の過ごし方の多様化。　⑤委託業務内容の変化　⑥諸
経費の高騰　⑦施設整備に伴う地方債の償還
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

二次評価の要否

不要

１００周年に向けての館内施設（展示水槽や省エネと展示効果向上のための照明改修等）のリニューアルを検討す
る。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

入場料（団体割引制度や入館者斡旋契約等など）及び減免制度に見直しの余地がある。

入館料は、昭和56年の開館以来、消費税分を値上げしただけである。平成21年度より土日祝日の中学生以下の入館料を
有料とし、市内在住の中学生以下は全開館日の入館料を無料にした。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

入館者にとって快適な施設の状況を維持することで、入館者（リピーター）の増加と学習意欲の向上が期待でき
る。

○

○

○

○

○

あり
説
明

施設の充実と接客の充実により成果向上が見込める。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

多様化するお客様からの問合せや要望、老朽化した施設設備の不具合などに適切に対応し、サービスの維持向上を図る
ためにはこれ以上削減の余地はない。。

平成２５年の魚津水族館開館100周年事業に伴う料金の見直しや委託契約の見直し、ま
た施設整備と改修を行う。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

●

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

施設設備の老朽化に伴う修繕に対応し、かつ施設の充実とサービスの向上を目指すと事業費の削減は難しい。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

低
い

大

計画的な施設の整備を進めることで、入館者の維持や入館者の学習意欲の向上が見込め
る。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

施設整備事業と連携することで、より顧客ニーズに合ったサービスの提供が可能になり、効果が高まる可能性がある。

○

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

開館以来28年が経過し、施設・設備の老朽化に伴い、修繕費が増大している。また、当初計画をしていない突発的な修繕が多くなってきており、職員等
で小修繕を行っているものの、当初予定していた修繕を先送りしたり、補正予算を計上せざるえない。今後も修繕費の増加が見込まれるので、抜本的な
修繕計画の見直しが必要である。

◆事業概要（どのような事業か）

①施設・設備が適切に管理ができる。

県内他市に比較できる水族館がない。市民：授乳室の設置要望。安全対策の向上要望。
把握している

把握していない

対
象

水族博物館の施設・設備の修繕の実施

＊平成22年度の変更点

変更無し

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

7,416 6,412 10,112 10,112

4,121 3,112 3,112 3,112

2

980 740 740 740

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 740

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,112

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 8,194

(千円)

5,082 3,295 7,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

昭和５６年の水族博物館の開館に伴って開始。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

7,000

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

7,000

⑶その他(使用料・手数料等) 3,300 7,0005,082 3,295

(千円) 3,300

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

地域で学ぶためのネットワークが構築され、学ぶことと通して気軽に社会参加し、地域活動を通して活力ある地域づくりが進め
られています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

修繕に要した費用/前年度の修繕に要した費
用

29.00 16.70 25.00

％ 3.33

％ 169.40

5.00
計画の中で実施した修繕件数／実施した修
繕の総件数

33.33

4.17 6.67

212.10 100.00

6.67

64.84

①
計画の中で実施した修繕件数／計画した修
繕件数

％ 33.33

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

60 48

5,082 3,295

4

件

2 2 3 4

60 60 60

3,300 7,000 7,000

➡
活
動
指
標

計画の中で実施した修繕件数 件①

② 実施した修繕の総件数

当初修繕予算 千円 3,000 3,100

12 12 12 12① 計画した修繕件数 件 7

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

①水族博物館の修繕を要する施設、設備

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

１．水族館費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

政 策 名

１．水族館費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．水族館管理費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313012

水族館博物館事業特別会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 010010101コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 09070100

事 務 事 業 名 水族博物館施設管理事業

事 業 コ ー ド 31580020

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 水族博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.一般管理費

開始年度 昭和56年 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

水族博物館施設の維持・管理する事業

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-4100

小林　芳久

千円修繕に要した費用 3,300 7,000 7,000

100.20
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

低
い

大

平成２５年の開館100周年に向けて、計画策定した修繕内容を遅滞なく実施する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

施設整備事業と連携することで、より効率的な維持管理を行えるなど効果が高まる可能性がある。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

施設の老朽化に伴い、事業費が増大する。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

人件費を削減するとその分、日頃のメンテナンスに関る時間が減少し、事業費が増大する。

計画的な修繕・改修を行うことで、一時的にはコスト増になるが、長期的には良好な施
設状態になることでコストダウンが見込まれる。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 適切

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はない。

○

●

あり
説
明

修繕計画の策定と適切な実施により、施設の基本的機能を維持できる。

●

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

施設の適切な維持・管理は、当館での生涯学習の推進に直結するため必要性が高い。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

業務内容の見直しで、適正化できる可能性はある。

修繕工事費の増加が入館料に反映されていないので、今後も受益者負担は少ない。現状では、機会を捉えた入館料の値
上げも検討に入るべきである。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

老朽化した設備等の大規模修繕については、優先順位をつけて100周年に向けての計画に組み込み、多発している小
修繕についても、連鎖的に大事故に繋がらないよう、的確・迅速に対応する。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

①近隣の水族館、動物園、博物館のリニューアルや施設の増設。
②来館者のニーズの多様化

◆事業概要（どのような事業か）

①海洋水槽でダイバーが来館者に水槽や展示魚類の説明をするイベントを行うことで来館者の満足度が上がる。
②開館から100周年となる平成２５年９月に向けて、魚津水族館で実施する事業を策定し、計画的に改修を行うことで、よりよい
施設の運営・管理をめざす。

富山県内に同様施設を持つ施設がない。特になし。
把握している

把握していない

対
象

①海洋水槽魚類解説設備設置工事
②魚津水族館開館100周年事業策定調査

＊平成22年度の変更点

①魚津水族館開館100周年事業計画に基づく計画的な修繕とリニューアルを行う

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

59,578 8,955 8,955 8,955

2,944 4,205 4,205 4,205

3

700 1,000 1,000 1,000

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 960

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 4,037

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 38,321

(千円)

34,284 56,634 4,750

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4

平成１２年度頃から、海洋水槽の老朽化が目立ちはじめた。平成２０年度に開始した。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

4,750

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

4,750

⑶その他(使用料・手数料等) 4,750 4,75015,684 56,634

(千円) 4,750

18,600 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

地域で学ぶためのネットワークが構築され、学ぶことと通して気軽に社会参加し、地域活動を通して活力ある地域づくりが進め
られています。

入館者の満足度については、今後、アンケート調査を行う。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

96.99 106.86 93.90 100.00① 入館者の前年対比 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

0 1

0 0

0

式

0 1 0 0

0 0 0

0 0 0

➡
活
動
指
標

海洋水槽魚類解説設備設置工事 式①

② 魚津水族館開館100周年事業策定調査

対象設備（海洋水槽） 式 0 1

154,417 145,000 145,000 145,000① 年間入館者数 人 144,506

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

①入館者
②魚津水族館館内設備

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 社会教育施設の整備充実

款

計画

１．水族館費

区 分 生涯学習

施 策 名 ３．生涯学習の推進

目

政 策 名

１．水族館費

第１節　明日の魚津を築くひとづくり

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．水族館管理費

管理係

３．負担金・補助金 ４．市直営

313012

水族館博物館事業特別会計政策の柱 第３章　人・文化を育むまち 会計

予算科目 コード３ 010010101コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 09070100

事 務 事 業 名 水族博物館施設整備事業

事 業 コ ー ド 31580070

部 名 等 （教育機関）

課 名 等 水族博物館

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 7.施設整備事業

開始年度 平成20年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

海洋水槽への水中会話設備の導入
魚津水族館開館100周年に向けた事業計画の作成
事業計画に基づく当館施設の修繕やリニューアルの実施

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-4100

小林　芳久

式事業計画に基づく各種工事 1 1 1
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

低
い

大

平成２５年の開館100周年に向けて、計画的な修繕とリニューアルを行う。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

平成２５年度までは、継続して事業費が必要。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

工事の発注関係の業務、事業計画策定のための事務・打合せが主になるため削減の余地はない。

開館100周年に向けて、計画的な修繕とリニューアルを行う。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

今後、導入した設備をうまく活用することでの成果向上の余地はある。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

生涯学習施設として、施設の抱える問題点や改善策を実施し、良好な状態に維持管理する必要度は高い。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

通常イベントを行うための設備の導入や将来的な水族館管理運営の適正化を図る事業であり、特定の受益者はいない。

来館者を特定受益者とはみなしにくいが、今後は、設備の新設または改修の機会を捉えて入館料の引き上げを検討すべ
きである。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

水族館全体を含めた改修計画を行う。将来的な見通しを踏まえて改修を遅滞無く進める。
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